
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２５年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

（給与減額の状況）

　国の要請等を踏まえ 　減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

　た減額措置の取組

　実施せず 　行財政改革を積極的に取り組んでいる。（職員数：平成２５年４月１日と平成１７年４月１日とを比較すると

　△９７名、３９．６％に減員）

 抑制済又は減額措置の内容

　（給料） ―

　（手当） ―

(4) ラスパイレス指数の状況

（注）　１　 ラスパイレス指数とは全地方公共団体の一般行政職の給与月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（　構成）を用いて、学歴や
　 　　 　経験年数の差による影響を補正し、国の行政職棒給表（一）適用職員の棒給月額を100として計算した指数。
　　　　２　　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　　３　　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。

　　　

47,650 142,948
24年度

5,474

千円 千円 千円

595,503 6,203

給　 料

千円

（参考）類似団体平均

　　　　　千円 　　　　　　　　　　　％

12.4

一人当たり給与費　　計　　Ｂ職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ａ

人 千円 　　　　　千円

区　　分

11.0

　　　　　　　千円 　　　　　千円
24年度

期末・勤勉手当

10,638

職員数

8,847,150 168,041

給与費 B/A

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

974,486

　　　　　　Ｂ

一人当たり

　　　　　（  24年度末）

人　

人件費率人　件　費実質収支

別紙３

区　　分 歳　出　額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

海陽町の給与・定員管理等について

（参考）
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96 404,905

(H20.4.1) 
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２５年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

平均給与月額対応する民間

（Ａ） （国ベース） の類似職種 （Ｂ）

歳 12 人 円 円 円 歳 円

歳 4 人 円 円 円 歳 円

歳 4 人 円 円 円 歳 円

歳 2 人 円 円 円 歳 円

歳 100 人 円 円 円

円 円

歳 7 人 円 円 円

（Ｃ） （Ｄ）

円 円

円 円

円 円

※民間デ－タは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成22～24年の３ケ月の年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベ－スの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデ－タは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に

　支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、本年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　　 
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を　　　

　　　　除いたもの）で算出している。

　　　　計算したものである。

      ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与改定・臨時　　　　　 
　　　　特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

－― ―
(325,400円）

Ｃ／Ｄ

326,175

平均給与月額

317,955

（国ベース）

362,128

419,899

376,257

363,540

332,303

　　(405,463　円）

平均年齢

－

311,300

平均給与月額

   （332,446 円）

307,220

－

平均給与月額

43.8

412,636

322,400

―

352,383308,431

海陽町

類似団体

平均給与月額

43.8

42.1

類似団体

徳島県

海陽町

46.4 379,537

43.1 歳

区　　分
公務員 民間

公　務　員

職員数 平均給料月額

平 均 年 齢 平均給料月額

徳島県

区　　分

347,947

国

44.2 337,389

海陽町

51.7うち調理員

区　　分

54.0 287,900

286,700

平均年齢

平均給料月額

292,400

335,250

参　　考

297,450

54.5

56.5

52.8

323,200

46.4調理士

53.7

291,200

うち庁務員

－

298,550

―371,338

301,100

274,000

区　　分 平 均 年 齢

301,667

用務員

294,300

運転手うち運転手

392,898

309,534
3,272

―類似団体

293,700

357,560

272,119
国

徳島県

―298,38750.8

－ －

282,690 292,087

年収ベ－ス（試算値）の比較

歳 ―人
(286,850円）

49.9

うち運転手

海陽町

2,917,800 1.64

－

うち調理員 4,787,600

1.72

1.40

4,822,000

3,785,500

2,809,400

42.7 301,493

5,299,100

44.3

うち庁務員

民間

―

－

参考

Ａ／Ｂ
平均月収額

213,600

202,700

－

－

－

－

1.38

1.49

1.22

－
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（2) 職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２５年４月１日現在）

（注）１　海陽町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　統合）　　
 　　　　　

区　　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

161,600

140,100
   (140,100 円)

円

海陽町

円

一般行政職
   (172,200 円)

円

経験年数１５年

技能労務職

技能労務職

一般行政職

　　　　　　　　％

3.8

　　　　　　　　人
主査

11.4

６　　級

３　　級

主事

　　　　　　　　人
５　　級

２　　級

４　　級

主事・主事補１　　級

9

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

16

3

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

43.0

課長・主幹・補佐

高　校　卒

20.3

－

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

14

参事

区　　分

17.7

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

職員数 構成比

　　　　　　　　％

補佐・主査

3 3.8

129,200

－

円

141,900

34

中　学　卒

標準的な職務内容

－

中　学　卒

248,000

経験年数１０年

－

－－

高　校　卒

240,600

163,987
178,800

133,418

137,200

国

高　校　卒

144,500

-

-

経験年数２０年

278,750

317,533

100.0

－

133,100

徳島県

区　　　　分

280,800大　学　卒

１級 

3.8% 

１級 

6.2% 
１級 

9.7% 

２級 

11.4% 

２級 

8.6% 

２級 

12.9% 

３級 

43.0% 
３級 

43.2% 

３級 

26.9% 

４級 

17.7% 

４級 

17.3% ４級 

12.9% 

５級 

20.3% 

５級 

23.5% ５級 

32.2% 

６級 

3.8% 

６級 

1.2% 

６級 

5.4% 
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

現在は、勤務評定は実施していないので、一律昇給とし反映していない。

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） 役職加算５％～１５％ （加算措置の状況） 役職加算５％～２０％ （加算措置の状況） 役職加算５％～２０％

管理職加算　０％ 管理職加算　２３％～２５％ 管理職加算　１０％～２５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

現在は、勤務評定が実施されていないので、一律支給とし反映されていない。

（2) 退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

定年前早期退職特例措置

8,579

0.650.65

23.03

55.86

―

定年前早期退職特例措置

－ －

55.86

32.83

１人当たり平均支給額（ 24年度）

1.35

国

38.955

55.86

1.35

1,380

32.83

1.292.60

海陽町

1.45

徳島県

1,592

2.60 2.60

１人当たり平均支給額（ 24年度）

国海陽町

55.86

46.55

55.86

23,025

28.7875

55.86

23.03

46.55

28.7875

1.45

38.955
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 (3) 地域手当 対象外地域のため該当しない

（２５年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

13,936

支給職員１人当たり

－

120

13,049

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ）

参事・総務課長50,000円、
課長41,000円、主幹32,000
円、財政補佐22,000円

借家 支給限度額27,000円

宿日直

手当の種類（手当数）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

内容及び支給単価

手当の名称

手　当　名

3,748

49,5674,561同

管理職手当

平均支給年額

住居手当 同

扶養手当

255,364

211,152

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

－

同

感染防疫業務

支給職員１人当たり平均支給年額（ 2３年度決算）

131

支給率

（　24年度決算）

主な支給対象職員

14,196

主な支給対象業務

53,543

千円

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

同

国の制度との
異同

配偶者13,000円、その他
6,500円、特別加算5,000円

感染処理従事者

通勤距離に応じ支給
　2,000円～24,500円

2,809

1

支給実績（ 24年度決算）

国の制度（支給率）支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（　年度決算）

左記職員に対する支給単価

千円

支給対象地域

支給実績（　年度決算）

通勤手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（ 2３年度）

千円

支給実績

0.0

感染症予防等作業手当

千円

日額２０００円

8,077

１回4,200円

504,813千円

支給区分と
支給額の相
違

（　24年度決算）

国の制度と
異なる内容

異
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５　特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

７６８千円×在職月数×0.435

６１５千円×在職月数×0.2575

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由 ２５．３．３１人口　　１０，６３８人

（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

71.44

148

給 料 月 額 等

議 員

副 町 長

収 入 役

議会

給

料
615,000

福祉

市 区 町 村 長

消防部門

一
般
行
政
部
門

税務

507,500855,000

普
通
会
計
部
門

報

酬

産業

総務

83.11

計

教育部門

建設

10

8

議 員

[        2１4      ］

161 ＜参考＞

139.12

病院

小　計

小　計

合　　計

38

5

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

その他

水道

下水

231,000

76

[        2１4      ］

8

3

[       0      ］

408,000269,000 218,000

54

85

174,000340,000

-13

3

5

51

9

34

主 な 増 減 理 由

107 97

22

－－ －

　　（２４年度支給割合）

任期毎

市 区 町 村 長

192,000

任期毎

－

155,000

2.60

320,000

1

（参考）類似団体における最高／最低額

5

事務分掌見直し・不補充による減

5

-529

防災減災対策業務強化による増

24

不補充による減

退
職
手
当 収 入 役

事務分掌見直し・不補充による減

　　（２４年度支給割合）

31

21

＜参考＞

-19

6

-4

0

103.42

不補充による減

0

-3

91.18-10

1

＜参考＞

事務分掌見直しによる増

0

-9

-3

-1

1

-1

区 分

議 長

685,000

768,000

404,600

32

16,035,840

7,601,400

1

平成２４年

不補充による減

2.60

副 議 長

備　　　　考

副 議 長

期
末
手
当

収 入 役

職 員 数

議 長

市 区 町 村 長

副 町 長

対前年
増減数平成２５年

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

副 町 長

事務分掌見直しによる減
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（2)年齢別職員構成の状況（２５年４月１日現在）

　

（教育長含）

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

  　　

人

△ 1976

44歳

1

人 人

36 △ 1531 25 21

54

総合計

　　　　　　　　年　　度

部　　門

8582

27

一般行政 95

56

168

97

51

△ 33

53

162

56

112

161169

0 4

131

消　防

普通会計計

公営企業等会計計 1

以上

２０年

教　育

計

23歳

148

47歳

増減数（率）

人

1

人

109 △ 34

人人

過去５年間の
25年

1633

23年

60歳56歳

～

59歳

20歳 52歳

～

人

～

27歳 31歳

24歳

～

人
職員数

区　分

未満

20歳

85

22

50

（△18.2％）

（2.0％）

148181

9 15

２１年

～

人

16

22年 24年

40歳

43歳 51歳

48歳

人 人

113

84

～～

55歳

107

23 20

36歳32歳

～ ～
35歳

10

人

28歳
～

39歳

（△26.0％）

（△41.7％）

（△20.0％）

0

5

10

15

20

25

構成比 

５年前の構成

比 

% 
（例） 
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７　公営企業職員の状況

　(1)　上水道事業

  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、２５年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） 役職加算５％～１５％ （加算措置の状況） 役職加算５％～１５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

千円　

Ａ  Ｂ　

純損益又は実

海陽町（一般行政職）

　　　　　　Ａ 給　 料 　　計　　Ｂ

１人当たり平均支給額（24年度）

　　　　　千円 千円人 千円

一人当たり給与費

6,258

千円

2,115 4,499

上水道事業

35.3

千円

8,997

46.55

8,997

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

55.86

定年前早期退職特例措置　　２％～２０％加算　　　　　　　

8,579

公 営 企 業 平 均

1,058

海陽町　（一般行政職）

46.55

8.8

23,025

520,694

38.955

１人当たり平均支給額（24年度）

1,380

38.955

－

職員手当 　　　　給与費 　　B/A期末・勤勉手当

千円　

総費用

　質収支

職員数

24年度

区　　分

　　　　千円

102,867

区　　分

30,220

％

　　　　　　Ｂ／Ａ

千円

23年度の総費用に占

平　均　年　齢

総費用に占める

一人当たり

める職員給与費比率

8.1

24年度

32.83

上下水道課

職員給与費比率

（参考）公営企業平均

23.03

2 6,494

2.60 1.29

－ －

388

　　　　　　区　　分

270,600

353,532

事 業 者

45.2

55.86

1.29

定年前早期退職特例措置

－

55.86

28.7875

上水道事業

－

55.86

55.86

23.03

55.86

32.83

－

2.60

374,873

28.7875

平均月収額基本給

％

8



ウ　地域手当（２５年４月１日現在） ※　該当しない

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２５年４月１日現在） ※　該当しない

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

職員全体に占める手当支給職員の割合（　年度）

25

63

同

（24年度決算）

扶養手当

住居手当 借家 支給限度額27,000円

一般行政職
の制度と異
なる内容

内容及び支給単価

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

通勤手当
通勤距離に応じ支給
2,000円～24,500円

同

宿日直 １回4,200円

管理職手当
参事50,000円、課長41,000
円、主幹32,000円

同

0

0

同 － 0 千円

0 千円－

86 千円 86,420

－ 175,500千円

－

176

385,500－ 386 千円
配偶者13,000円、その他
6,000円、特別加算5,000円

同

支給職員１人当たり

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

支給実績
平均支給年額

一般行政職
の制度との異

動
手　当　名

50

手当の名称

支給対象職員数

支給実績（　年度決算）

支給対象地域 支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（　年度決算）

支給実績（　年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（　年度決算）

左記職員に対する支給単価

手当の種類（手当数）

（24年度決算）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 126

一般行政職の制度（支給率）
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　(２)　病院事業

  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、２５年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） 役職加算５％～１５％ （加算措置の状況） 役職加算５％～１５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率 23年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

-

24年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

期末・勤勉手当

594,038 △33,187 249,003 41.9

千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）公営企業平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

6,764

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

24年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

300,875 402,628

千円

37 149,612 50,120 49,271 249,003 6,730

そ の 他 44 339,200 465,059

区　　　　　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

医療技術職 38

病  院  事  業 海陽町（一般行政職）

１人当たり平均支給額（24年度） １人当たり平均支給額（24年度）

1,332 1,380

2.60 1.29 2.60 1.29

－ － － －

病　院　事　業 海陽町　（一般行政職）

23.03 28.7875 23.03 28.7875

32.83 38.955 32.83 38.955

46.55 55.86 46.55 55.86

55.86 55.86 55.86 55.86

定年前早期退職特例措置　　２％～２０％加算　　　　　　　 定年前早期退職特例措置

2,302 19,914 8,579 23,025

医
師

看 護
師

51 561,000 1,249,938

43 303,986 415,516
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ウ　地域手当（２５年４月１日現在） ※　該当しない

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

支給実績（　年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（　年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

86.9

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（２４年度決算） 28,219

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 877,275

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度）

放射線等検査手当 医師 放射線等の検査業務 検査１回につき診療報酬の１割の額

往診手当 医師
往診又は訪問診療での業
務

往診１回につき3,250円

医療研究手当 医師

へき地病院医師勤務手当 医師 へき地地域で勤務する医師 月額　30,000円～100,000円

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 1,673

（24年度決算） （24年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ） 52

一般行政職
の制度との異

動

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績

同 － 3,598 千円

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

256,971

住居手当 借家 支給限度額27,000円 同 － 630 千円 302,203

扶養手当
配偶者13,000円、その他
6,000円、特別加算5,000円

－ 1,613 千円 537,540

通勤手当
通勤距離に応じ支給
2,000円～24,500円

同 － 1,263 千円

6

宿日直
医師20,000円、事務6,000
円

異 － 6,092 千円

46,904

管理職手当
参事50,000円、課長41,000
円、主幹32,000円

医学的研究業務 月額　院長500,000円、医師350,000円

危険手当 医師、看護師、医療技術職
勤務することにより遭遇しう
る危険に伴う業務

月額　医師20,000円、看護師5,000～12,000
円、医療技術職5,000円

異 － 2,140 千円

手術手当 医師
手術（全身麻酔及び腰椎麻
酔を要するものに限る）業
務

手術１回につき手術料の固定点数の２割の
額を施術医師の数で除した額

533,606

同

625,705

準夜深夜手当 異 － 8,487 千円 373,050

医師手当
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